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○ 計画の性格及び法的位置付け

この「室蘭市障がい者支援計画」は、障害者基本法に基づき、障がいのある人の施策の方向性

などを定める基本的な計画である「障害者計画」と、障害者総合支援法と児童福祉法に基づき、

障害福祉サービスごとに必要となる見込量などを定める「障害福祉計画」と「障害児福祉計画」

を一体的に策定したものです。

資料編

室蘭市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

室蘭市健康増進計画室蘭市子ども・子育て支援事業計画

道

国

北海道

障がい者基本計画

北海道

障がい福祉計画

障害者基本計画
障害福祉計画に

係る基本指針

室蘭市障がい者支援計画

地域福祉実践計画

室蘭市

社会福祉協議会

《保健福祉分野》

室蘭市地域福祉計画

他分野の

関連計画

《まちづくり全体》 室蘭市総合計画

室蘭市障がい者支援計画

障害者計画
障がいのある人の施策の方向性などを

定める基本的な計画 【基本計画】

障害福祉計画

障害児福祉計画
障害福祉サービスごとに必要となる見込み

量などを定める計画 【実施計画】
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○ アンケート調査の実施について（令和２年実施）

（１）調査の目的

本調査は、障がいのある人を対象に、日常の生活実態や各種障害福祉サービスの利用状況等を

把握し、第３期室蘭市障がい者支援計画作成のための基礎資料として実施しました。

（２）調査の実施内容

ア.障害者手帳所持者等

○調査時期 ～ 令和２年８月１４日から令和２年８月３１日

○調査対象 ～ 身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳交付者の約２０％（年

齢・障害程度等で按分）

○調査数 ～ １,２７５人（身体９６６人、知的１６５人、精神１４４人）

○調査方法 ～ 郵送方式による調査

イ.特別支援学級・特別支援学校在籍者、子ども発達支援センター通所児

○調査時期 ～ 令和２年７月２２日から令和２年８月１７日

○調査対象 ～ 市内小中学校特別支援学級在籍児童・生徒、本市出身の特別支援学校（室蘭養

護学校、伊達高等養護学校、室蘭聾学校）在籍児童・生徒、子ども発達支援セ

ンター通所児

○調査数 ～ ４２８人（特別支援学級在籍児童・生徒２７２人、特別支援学校在籍児童・生

徒９７人、子ども発達支援センター通所児５９人）

○調査方法 ～ 調査票の配布は各学校・施設へ依頼、返信用封筒により郵送回収

ウ.障害者福祉サービス、障害児福祉サービスを提供している法人等関係機関

○調査時期 ～ 令和２年９月７日から令和２年９月１８日

○調査対象 ～ 市内で障害福祉サービス及び障害児福祉サービスを提供している法人

○調査数 ～ ２８法人

○調査方法 ～ メール又は郵送による調査

（３）調査回収結果

調査対象

アンケート

配布数

アンケート

回答数

有効回収率

障がい者 １,２７５ ６３５ ４９.８％

障がい児 ４２８ １８２ ４２.５％

法人等関係機関 ２８ １５ ５３.６％
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○ 年齢について

○ 主な所属先（児童）

○ 障害者手帳の保有状況

○ 障害者手帳の初回交付時期

このほか、障害者手帳保有者のうち、喀痰の吸引や服薬管理等の医療的なケアが必要となってい

る人は延２５４人となっています。

○ 障害支援区分の認定状況

年齢、所属等について

区分 １８歳未満 １８～３９歳 ４０～６４歳 ６５歳以上 年齢未回答 合計

年齢層別回答数 １８２ ６２ １４８ ４１３ １２ ８１７

項目 人数 割合

保育所・幼稚園 ２９ １５.９％

小学校 ７６ ４１.８％

中学校 ２０ １１.０％

特別支援学校（高等養護学校・聾学校など） ４０ ２２.０％

子ども発達支援センター ８ ４.４％

所属未回答 ８ ４.４％

その他 １ ０.５％

合計 １８２ １００.０％

障害などの状況について

区分 １８歳未満 １８～３９歳 ４０～６４歳 ６５歳以上 合計

身体障害者手帳 ９ ２４ ９５ ３７５ ５０３０３

療育手帳 ８４ ３５ ３７ １８ １７４

精神障害者保健福祉手帳 ４ １６ ３３ ２１ ７４

就学前 １８歳未満 １８～３９歳 ４０～６４歳 ６５歳以上

５.８％ １５.５％ １７.３％ １７.３％ ３３.０％

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 受けていない わからない

10 14 16 15 13 16 180 218
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○ その他疾病や発達課題の状況など

このほか、気づきの平均年齢は、３.５歳となっています。

項目 障がい児 障がい者

難病（特定疾患）の認定を受けている 件数 割合 件数 割合

受けている - - 58 10.1％

受けていない - - 470 89.9％

合計 - - 528 100.0％

発達障害の診断を受けたこと 件数 割合 件数 割合

有り 120 65.9％ 43 7.9％

無し 62 34.1％ 502 92.1％

合計 182 100.0％ 545 100.0％

診断有りのうち、発達課題に気づいたきっかけ 件数 割合 件数 割合

家族の気づき 83 49.0％ - -

定期健診（乳幼児健診）での指摘 29 17.2％ - -

医療機関での医師からの指摘 16 9.5％ - -

就学児健診での指摘 0 - - -

保育所・幼稚園・学校の教師や職員からの指摘 34 20.1％ - -

知人・親族からの指摘 2 1.2％

その他 5 3.0％ - -

合計 169 100.0％ - -

診断有りのうち、発達課題への気づきの時期 件数 割合 件数 割合

早かったと思う 131 75.0％ - -

遅かったと思う 40 25.0％ - -

合計 171 100.0％ - -

高次脳機能障害の診断 件数 割合 件数 割合

ある - - 29 5.3％

ない - - 523 94.7％

合計 - - 552 100.0％

高次脳機能障害の関連障害 件数 割合 件数 割合

注意障害 - - 10 17.5％

記憶障害 - - 17 29.8％

失語症 - - 13 22.8％

失認 - - 6 10.5％

失行 - - 6 10.5％

地誌的障害 - - 2 3.5％

その他 - - 3 5.3％

合計 - - 57 100.0％
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○ 治療状況など

○ 介護保険サービスの利用状況など

項目 障がい児 障がい者

定期通院しているか 件数 割合 件数 割合

している 86 ５５.４％ 537 ８７.９％

していない 62 ４４.６％ 74 １２.１％

合計 １４８ 100.0％ ６１１ 100.0％

どのくらいの頻度で通院しているか 件数 割合 件数 割合

週４回以上 0 0.0％ 4 0.8％

週２回から３回 0 0.0％ 39 7.9％

週１回程度 2 2.5％ 11 2.2％

月３回程度 2 2.5％ 25 5.1％

月２回程度 4 4.9％ 33 6.7％

月１回程度 24 29.6％ 148 29.9％

２ヵ月に１回程度 12 14.8％ 121 24.4％

３ヵ月に１回程度 8 9.9％ 85 17.2％

４ヵ月に１回程度 7 8.6％ 2 0.4％

５ヵ月に１回程度 1 1.2％ 3 0.6％

半年に１回程度 21 26.0％ 24 4.8％

合計 81 100.0％ 495 100.0％

項目 障がい者

介護保険によるサービス 件数 割合

利用している 130 26.1％

利用していない 368 73.9％

合計 498 100.0％

介護保険によるサービス 件数 割合

要支援１ 26 5.4％

要支援２ 37 7.6％

要介護１ 17 3.5％

要介護２ 25 5.2％

要介護３ 14 2.9％

要介護４ 15 3.1％

要介護５ 17 3.5％

わからない 38 7.8％

うけていない 296 61.0％

合計 485 100.0％
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1.1%

1.3%

3.3%

4.0%

7.4%

15.4%

68.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

学校の寄宿舎で入舎している

病院に入院している

グループホームで暮らしている

福祉施設で暮らしている

一人で暮らしている

家族と暮らしている

現在どのように暮らしているか
（回答者７８４名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

44.8%

25.3%

13.6%

10.3%

5.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

家族と暮らしたい

一人で暮らしたい

福祉施設で暮らしたい

グループホームで暮らしたい

その他

将来どのように暮らしたいか
（回答者７２７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

住まいや暮らしについて

44.7%

28.5%

10.6%

5.6%

10.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

室蘭市内

室蘭市以外の近隣市

北海道内

暮らしの場所に応じて

その他

子どもが将来、どの地域で暮らすと良いと思うか
（回答者１７９名(障がい児の保護者等)に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他
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55.3%

22.3%

6.7%

3.9%

3.4%

2.2%

6.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

企業などで社員として就労

福祉施設や作業所で就労

家庭や地域で過ごす

個人事業や家業の手伝い

在宅勤務

通所施設での介護や訓練

その他

子どもが将来、日中どのような場所で生活するのが良いと思うか
（回答者１７９名(障がい児の保護者等)に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

39.2%
26.3%

25.5%

22.5%

18.4%

16.3%

15.2%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

経済的な負担の軽減

相談対応等の充実

医療的ケアなどが適切に得られること

障がい者に適した住居の確保

コミュニケーションについての支援

生活訓練などの充実

地域住民等の理解

その他

地域で生活するための必要な支援
（複数回答のため回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

47.8%

40.1%

30.8%

29.1%

29.1%

19.8%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

ソーシャルスキル訓練

特性・課題に応じた学習支援

ライフスキル訓練

職業体験（職場体験・実習）

仲間・友人づくり

心身の健康管理

その他

学齢期に必要だと思う支援
（複数回答のため１８２名（障がい児の保護者等）に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

その他



資料編

- 108 -

6.8%

20.0%

33.8%

39.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

まったくしない

めったにしない

ほぼ毎日

週に数回

一週間にどのくらい外出するか
（回答者775名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

0.8%

2.5%

2.9%

8.4%

10.2%

20.2%

20.9%

34.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他の人

兄弟・姉妹

友人・知人

子ども・孫

施設等職員

父母・祖父母

配偶者

一人で外出

外出する際の主な同伴者
（回答者7２７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

2.1%

4.8%

5.9%

11.1%

13.3%

17.3%

21.4%

28.9%

52.9%

61.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

グループ活動に参加する

生活訓練やリハビリに行く

福祉施設への通所等

趣味やスポーツをする

散歩に行く

友人・知人に会う

通勤・通学等

医療機関への受診

買い物に行く

どのような目的で外出することが多いか
（複数回答のため回答者817名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

日中活動について
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4.9%

3.8%

4.4%

14.8%

19.8%

22.0%

69.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

タクシー

ＪＲ

自転車

ほとんど使用しない

バス

自家用車

子どもが外出する際に利用する乗り物
（複数回答のため１８２名（障がい児の保護者等）に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

19.5%

13.2%

12.2%

11.4%

8.1%

8.0%

6.2%

6.0%

4.2%

3.5%

0.6%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

公共交通機関が少ない

列車やバスの乗降困難

道路、駅に階段や段差が多い

外出にお金がかかる

外出先の建物の設備が不便

切符の買い方や乗換え方法がわかりにくい

発作などの身体の変化が心配

周囲の目が気になる

介助者が確保できない

標識・表示がわかりにくい

点字ブロック等がない

その他

外出時に困る事
（複数回答のため回答者8１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上



資料編

- 110 -

36.2%

35.1%

13.8%

8.5%

6.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

正職員で他の職員と条件に違いはない

パート・アルバイト

自営業・農林水産業

正職員で障がい者配慮がある

その他

どのような勤務体系で働いているか
（回答数９４名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

22.9%

20.1%

18.8%

14.6%

14.6%

9.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

１０万円以上～２０万円未満

５万円以上～１０万円未満

２万円以上～５万円未満

１万未満

２０万円以上

１万円以上～２万円未満

就労で得る収入額（月収）はどのくらいか
（回答）１４４名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

45.3%

16.0%

10.9%

10.1%

10.1%

2.4%

2.0%

0.9%

0.2%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

自宅で過ごしている

会社勤めなど、収入を得て仕事している

入所している施設や病院などで過ごしている

専業主婦（主夫）をしている

福祉施設、作業所などに通っている

病院などのデイケアに通っている

リハビリテーションを受けている

ボランティアなど、収入を得ない仕事をしている

大学、専門学校などに通っている

その他

平日の日中をどのように過ごしているか
（回答者7２７名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上
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55.3%

41.3%

38.5%

27.9%

26.3%

25.1%

20.7%

19.6%

17.9%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

障がい者理解

短時間勤務や勤務日数

通勤手段の確保

相談対応、支援

職場と支援機関の連携

勤務場所のバリアフリー

介助や援助

在宅勤務の拡充

就労訓練

その他

障がい者の就労支援として必要なこと
（回答者１７９名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

23.6%

11.3%

65.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

仕事をしたい

仕事はしたくない

仕事はできない

今後、収入を得る仕事をしたいと思うか
（回答者３７３名に対する割合を示す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

3.7%

13.3%

83.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

すでに受けている

受けたい

受けたくない、必要ない

仕事をするために、職業訓練などを受けたいと思うか
（回答者２４１名に対する割合を示す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上
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64.2%

16.8%

19.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

知っている

よく知らない

知らない

特別児童扶養手当制度の認知度
（回答者１７９名（障がい児の保護者等）の割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

35.8%

30.2%

34.1%

0.0% 20.0% 40.0%

知っている

よく知らない

知らない

障害児福祉手当制度の認知度
（回答者1７９名（障がい児の保護者等）の割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

1.7%

0.0%

0.0%

3.4%

4.0%
90.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

団体が主催するイベントに参加する

親や仲間で実施するイベントに参加する

友達・知人と一緒に過ごす

一人で過ごす

家族と一緒に過ごす

子どもが休日や放課後どのように過ごしているか
（回答者１７９名(障がい児の保護者等)に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

12.8%

23.9%

63.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

知っている

よく知らない

知らない

育成医療制度の認知度
（回答者１８０名（障がい児の保護者等）の割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

25.7%

27.9%

46.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

知っている

よく知らない

知らない

重度心身障害者医療費助成制度
（回答者１７９名（障がい児の保護者等）の割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他
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8.7%

9.2%

9.5%

10.5%

11.6%

12.4%

14.7%

14.9%

15.4%

15.8%

15.9%

16.3%

16.4%

17.4%

17.5%

19.8%

20.1%

21.7%

23.3%

29.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

同行援護

重度障害者包括支援

行動援護

療養介護

重度訪問介護

地域移行支援

就労定着支援

施設入所支援

居宅介護

生活介護

自立生活援助

就労移行支援

共同生活援助

短期入所

就労継続支援

移動支援事業

日中一時支援

自立訓練

地域定着支援

計画相談支援

将来的な障害福祉サービス等の利用ニーズ
（回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上
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60.5%

20.4%

17.9%

15.2%

14.6%

6.9%

6.0%

5.8%

3.2%

1.1%

0.6%

3.2%

3.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

家族や親せき

友人・知人

かかりつけの医師や看護師

通所施設や幼稚園・学校の先生など

ホームヘルパーなど

相談支援事業所

職場の上司や同僚

病院のケースワーカーなど

行政機関の相談窓口

民生委員・児童委員

障害者団体や家族会

その他

相談する相手がいない

相談先
（複数回答のため回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

44.46%

55.54%

0.00% 20.00% 40.00% 60.00% 80.00%

知っている

知らない

相談支援事業所の認知度
（回答者７４０名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

27.7%

21.4%

21.3%

16.9%

15.9%

13.0%

12.0%

10.3%

7.2%

4.2%

2.3%

1.6%

2.0%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

本や新聞・雑誌・テレビやラジオ

家族や親せき・友人知人

行政機関の広報紙

インターネット

事業所や施設の職員

医師・看護師

病院の相談員や介護保険のケアマネージャー

各種学校の先生

相談支援事業所などの相談窓口

行政機関の相談窓口

障害者団体や家族会

民生委員・児童委員

その他

どこで入手すればいいかわからない

障がいや福祉サービスの情報をどこから知ることが多いか
（複数回答のため回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

悩みごとや相談について
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6.5%

24.7%

6.5%

8.5%

11.3%

11.3%

12.0%

12.1%

12.3%

30.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

特にない

友人や相談相手のこと

就労のこと

趣味や生きがいのこと

家族関係のこと

介助のこと

住宅のこと

交通機関のこと

経済的なこと

どのような悩み事が多いか
（複数回答のため回答者６３５名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

7.7%

9.3%

8.8%

9.9%

12.6%

13.2%

14.8%

25.8%

36.3%

37.4%

63.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

特にない

医療的ケアのこと

介助のこと

障害福祉サービス利用のこと

家族関係のこと

福祉施設の通所・入所のこと

住宅のこと

友人や相談相手のこと

経済的なこと

就労のこと

どのような悩み事が多いか
（複数回答のため回答者182名(障がい児の保護者等)に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他
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4.5%

11.0%

21.0%

63.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

よくある

時々ある

たまにある

ない

障害を理由とした差別や嫌な思いの経験
（回答者７２７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

44.7%

38.3%

17.7%

17.3%

10.5%

9.8%

6.4%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

教育機関や職場

買い物などの外出先

余暇を楽しむ時

住んでいる地域

医療機関

家庭

障害福祉施設

その他

何処で差別や嫌な思いをしたか
（複数回答のため差別を受けたことのあると答えた２６６名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

権利擁護について
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17.3%

82.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

知っている

知らない

虐待防止センターの認知状況
（回答者４６７名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

24.2%

39.2%

36.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

知っている

よく知らない

知らない

成年後見制度の認知状況
（回答者４７９名に対する割合を示す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上
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48.7%

28.7%

22.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

できる

できない

わからない

災害時に支援を受けずに避難できるか
（回答者７４５名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

33.1%

30.5%

36.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

いる

いない

わからない

災害時に近所に支援者がいるか
（回答者７２４名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

19.6%

80.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

知っている

知らない

ぼうさい西いぶり
（回答者５３７名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

3.8%

14.2%

81.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

知っていて申請もしている

知っているが申請はしていない

知らない

室蘭市避難行動要支援者プラン
（回答者５４８名に対する割合を表す）

18-39歳

40-64歳

65歳以上

災害時の避難について
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43.1%

38.3%

35.4%

32.9%

17.4%

17.4%

14.1%

9.1%

6.0%

1.3%

13.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

避難場所の設備や生活環境が不安

投薬・治療が受けられない

安全なところまで、迅速な避難ができない

避難場所で不穏や過敏な状態になる

被害状況などの情報が入手できない

周囲とコミュニケーションがとれない

救助を求めることができない

補装具や日常生活用具が入手できない

補装具の使用が困難

その他

特にない

災害時に困ること
（複数回答のため回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上

41.0%

40.4%

38.8%

32.9%

32.8%

1.6%

11.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

避難所への誘導

障害に配慮した避難所運営

災害時の情報提供

障害に配慮した備蓄品の用意

災害時の安否確認

その他

特にない

災害時に必要な支援体制
（複数回答のため回答者８１７名に対する割合を表す）

障がい児

18-39歳

40-64歳

65歳以上
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35.7%

29.1%

26.9%

24.2%

23.6%

21.4%

20.3%

17.6%

17.6%

14.8%

11.0%

11.0%

7.7%

4.9%

3.8%

3.3%

2.7%

2.7%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

療育サービスの充実

理解促進を図る施策の充実

相談支援体制の充実

就労訓練サービスの充実

一般就労に関する支援の充実の充実

所得補償の充実

医療費助成制度の充実

一時的な預かりの場の充実

外出時の交通費助成の充実

災害時における支援体制の充実

医療・リハビリテーションの充実

施設・ＧＨなど生活の拠点の充実

住宅確保施策の充実

外出時の介助サービスの充実

在宅サービスの充実

補装具・日常生活用具購入助成制度の充実

住宅改修費助成施策の充実

通所による日中介護サービスの充実

コミュニケーション支援の充実

本市が優先的に取り組むべきこと
（複数回答のため１８２名（障がい児の保護者等）に対する割合を表す）

保育所・幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

子ども発達支援センター

所属未回答

その他

福祉施策全般について
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○ 回答者から頂いたご意見

お寄せ頂いたご意見は、個人や法人・事業所等が特定される箇所を除き原文のまま掲載しています。

l 女性用の短期入所施設の充実、就労施設を増やしてほしい、家族の経済的、精神的負担の軽減。

l 放課後デイサービスを充実させてほしい。

l 発達支援の空きがない。発達障害の児童も一時預かりを利用しやすいよう体制を整えて頂ける

と助かります。

l ショートステイ事業所は複数の選択肢があればいいなと思います。

l 卒業後通えそうな生活介護がないのは不安に感じています。このままだと卒業後、ほとんど自

宅で過ごすことになりそうです。

l 療育を受けれず、本人への声かけなど気軽に相談できる専門職の方が居らず不安です。地域に

よって差が出ないよう行政でのサービスをレベルの高いところに揃えてほしいです。

l 一般企業への就労先が今までよりも増えてほしいと思います。軽度重度にかかわらず受け入れ

先の説明、納得をわかりやすく働きやすさを良くしてほしいと思う。

l 保育所、幼稚園～特別支援学級の間は、障がいの種類、度合いに応じて細やかな教育が施され

る一方、学校卒業後は手のひらを返すように働ける企業が皆無である。 低賃金でいいので一般

企業は障がい者に仕事を与えてほしい。少なくとも食事やトイレが１人ででき、環境の変化に

適応できる位の知的障がい者であれば、何か仕事があるはずと思う。

l 義務教育の間は支援が充実しているかと思いますが、高校以上の教育にあたって明確に支援を

必要とする者の為にどのような支援があるのか学校ごとに出してほしい。もしくは支援はしな

いのか等。特別支援の教育者はそれなりの知識があると思われるが普通級の教育者の中には理

解していない者もいると思われる。

l 障害福祉サービスや行政の取組など自分で調べないと、もしくは調べてもわかりにくい物が多

く、情報提供の方法もあまり良くない気がします。もっとオープンでいいと思います。

l 現在、療養サービスを受けているが、もう少し内容や担当の情報提供など充実させてほしい。

実際、一緒に療育を受けている人がいることによって他の子にかかりきりになり、まったく相

手にされていない時など不満に思うときがある。

l アンケートを活用してその後どう変わったか、こんな事が便利になったとかの情報提供がある

とアンケートの意味が理解できると思います。障害と言ってもいろんな人達がいます。一般の

人達と変わらない生活が送れるように私達がもっと知るべきだと思います。

l 進学入学などの場合は親子ともに忙しくなるので、最新情報を書き加える事が出来れば、もっ

とスムーズになるのではないでしょうか。定期的な電話相談など、もっと身近に情報がほしい

です。

l 国の制度等が現実に合っていなくて事業所の大変さを感じます。手のかかる子ばかりなのに人

員も不十分、放課後デイも利用していましたがルールが厳しいだけで楽しい場所ではなかった。
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l この地域は発達障がいの病院が市外の不便な所にあり、全ての人が車を持っているわけではな

い又は車を１台しかなく働いてる方が休みをとって連れて行かなきゃいけないので、タクシー

代の支援や通院時の保障があれば、とても助かります。

l 特別児童扶養手当に所得制限があることが納得できません。障害がある事と親の収入がなぜ結

びつくのでしょうか、国の制度だから市に言っても意味がないと思いますが、 子供のために一

生懸命働いて少しでもお金を残そうと思い頑張っているのですが放課後デイサービスも負担が

４６００円から３万円以上というのがよくわからないです。障害のある子供の親はフルタイム

では働いてはいけないのですか？という気持ちになります。もっと特別児童扶養手当を増やし

てほしい。

l インソールが年１回のみの助成しか得られないのは経済的負担が大きいです。１足３万円かか

るので、助成がなければインソールを止める方もいるのではないでしょうか。子どもの年齢と

成長に合わせた助成をしてほしい。

l 小学校までは何とかなりますがグレーゾーンのポイントにある子供が、中学、高校、就職とど

のような前例があるのか、どのような相談が出来る場所が本人が大きくなってから想像できて

ません。状態が軽くても相談できたり頼る場所があるのか知りたいです。

l 相談窓口が１本化されていないため、どこに何を相談したら良いのか、フローチャートの様な

ものがほしいです。理想は１つの窓口ですべての情報が得られること。子連れであちこち相談

に行くのは大変な方もたくさんいると思います。

l 保育所幼稚園及び教育機関と通所施設、保護者の３者が本人に対しての情報を共有し、連携で

きるようにしてほしい。

l アンケート調査の幅が大きすぎて解答に困る。障害の程度で解答が変わる物が多すぎて答えに

くい。質問の内容がわからない所もあったので自分の判断で書いたところもあります。

l 補聴器を購入の際に前例がないということで助成対象になりませんでした。必要としている人

が必要な時に助成が受けられなければ、その子の成長の妨げにもなるにではないかと思いまし

た。前例がなければ見直しをしてほしい。

l 支援学級に「養護相当」の子は入れないようにしてほしい。適齢発達児との違いから、配慮が

必要な子供が養護相当の子供に人手を取られ適切な支援が受けられなかった。

l スワンネットのようなどこを利用しても情報が共有されるような取り組みがあってもいいよう

に思います。

l 学習障害が外観でわかりにくい障害だと思います。知恵遅れではないです。学校の先生たちが

もう少し理解と対策をしてほしいです。

l 学校の先生の発達障がいに対するスキルが低すぎるので、もっとスキルアップを図ってほしい。

小学校など、個人個人の個性を伸ばせる教育。

l 信号が見づらく音が鳴るのは助かります。バスは行き先が分かりづらいので音声をもっと高く

して行き先を案内して欲しいです。衣類、食品など、もっと大きくわかりやすく金額を表示し

て欲しい。
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l 障害の子はどこか変わった子に見えるのは仕方がないことですが、能力がない訳ではないので

す。今、支援学級にいて、協力学級に出入りさせていますが、先生も生徒も全くなってないと

思います。「色々な人がいる中で人の良い所は認め合い苦手な所は助け合う」という環境でなけ

れば交流させる意味はありません。いじめにつながるなら、支援は支援組でやれば良いじゃな

いでしょうか？

l 見た目でわかりにくいグレーゾーンの子を持つ親として発達障害について学校でも指導すべき。

差別、いじめは先生の見ていないところで起きています。行政と教育現場の連携を行い小学校

低学年から、いじめや差別のない世の中にしていこうという教育をすべき。 ヘルプマークの

配布とそれを広める活動。いじめ、自殺ストップ、児童虐待ＳＯＳのチラシ配りも大切ですが

発達障害について広く知ってもらうポスターや広告をもっと作り広めるべき。

l 聴覚障害者の事をもっと周りに理解してもらえたら生活しやすかったり人と人の関係がうまく

いくと思う。

l 周りの人の理解がなく障がいのある人にとってとても住みにくい。もっと障がい福祉に力を入

れてほしい。

l 障害者＝同じは絶対に無いという事を理解してほしい。１人１人個性も有り、癖も違うし健常

者と同じです。障害者をひとまとめにしないで、こちらから選べるくらいグループホームなど

を増やしてほしい。

l いじめや虐待は辛い。ＳＯＳを出したくても障害と言うリスクのため誰にも相談できない。い

じめや虐待の無い地域に住みたい、 何でも相談できる町にしてほしい。そうすれば自殺や飛び

降り、リストカット等が少しでも減るかなと思う。

l 車いす生活者に対して適切なサービスが受けられないと感じる。デパートでトイレが車いすで

の利用となると不便さがあって我慢する。理解度が低いのか障害を持つ人に対して白い目で見

るような態度が目立つ。

l ボランティアも介助も無いところがほとんどで病院の出入り口がスロープになっていても院内

が足や目が不自由な人の事を考えていない所もある。杖を落ちないようにする器具、カバンを

仮置する棚などがちゃんと設置されていれば置き引きなど被害に合わないのではないかと思う。

l 災害時、停電した際の人工呼吸器や透析を行っている方の治療がどのようになるのか情報サー

ビスがほしい、又、蓄電器を購入する場合の補助を検討してほしい。

l 高齢で障害があるので避難時補助が必要です。避難先が遠すぎて行けない、移動手段がない。

l 軽度の障害者について経済的支援や就労などをもっとより良くなるようにして欲しい。就職先

が少ない。

l 障害者の雇用の幅を広げて欲しい。非常勤などでは無く経済的にも安定な職を提供出来るよう

な支援力があればいいです。そして配慮のある職場への指向をお願いしたい。
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l このアンケートは重度の障害に片寄していると思う。中、軽度の障害者は就労したくてもなか

なかないし、私は現在、契約職員となっているのでその先が不安。年数の縛りがなくなれば安

心なのですが勤めてから１年半経ちますが、ずっと不安です。

l 行政側からサービスのお知らせ等がほとんど無く、自分で見つけない限りどんなものがあるか

全くわからない。コミュニティーも積極的に自分から行ける方は良いのでしょうけど 提案や

お知らせ等があると参加するきっかけが出来るのでは？と思うことがある。少し孤立してしま

う人が自分以外にもいるのでは？と思うことがある。

l 障害福祉サービスについての情報が少ない、もっとネットや広告などで情報を広げてほしい。

また精神、身体障害者手帳で受けられるサービスをわかりやすく情報を提供してほしい。

l 障害福祉サービスや行政の取組についてどんなサービスが行われているか全くわからない。市

政だよりに少し記載する、障害者宅に「年間取組一覧」を送付する等の発信をしてほしい。

l ＪＲやバスの運賃について精神障害者福祉手帳を持っている人も割引を受けられるよう国に働

きかけて欲しい。

l タクシーチケットについて、移動手段がタクシーなどに限られている場合１区間分などで利用

出来るようにして欲しい。自己負担が大きくなるのであげて欲しい。

l 日本の障害福祉サービスは健常者と障害者の差を埋める事はある程度出来てますが、障害者と

別の障害者との間にある物をなくす制度が全く整っていません。特に精神障害者手帳を受給し

た発達障害者に対する取組や制度はもはや国が偏見差別を助長させているを言っても過言では

ない程あまりにもずさんで酷すぎます。

l 相談する所がわからなかった。障害者も話しやすいもっと明確な相談窓口、職場でのパワハラ、

セクハラ等に特化した相談窓口を作ってほしい。

l 生活保護のことや自立を考えた一人暮らしを相談したいが、どこの誰に相談をすればいいのか

わからないです。そして障害がないグレーゾーンの人でも利用出来るサービスまたは一人暮ら

しをサポートしてくれる物があれば良いなと思います。

l インフルエンザ予防接種も障害者も高齢者同様、優先的に受けられる様に配慮をお願いします。

l 今はコロナにいつ感染するか分かりません。意思疎通が難しい障害者は自分の症状を伝えるこ

とが出来ないのでＰＣＲ検査などスムーズに受ける事が出来るように今のうちに体制を整えて

ほしいです。

l 収入が少なくなるので通院などに便利な市営住宅に入りやすいようにしてほしい。厚生年金を

もらえる様になっても障害者年金はほしい。厚生年金をもらっても病院にはかかるので生活が

苦しくなる。

l 高速道路の料金所での手帳確認はやめて欲しい。

l 障害者手帳をカード化してほしい。

l バスについてバス停の場所などが変わり遠くなり行くまでが困難、帰宅が夜遅くなった場合の

本数が少ない事が不便。
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l 新型コロナで外に出なくなり疲れやすくなり身体が怠い。プールは入江町に１つで市内からで

も遠い、屋内や屋外でもゲートボールや近い軽い運動が出来るところがあり、市でいつでも自

由に使える場所があれば、行って楽しみたい。足、腰が動けるうちにゲートボールや老人も楽

しめる場所を教えて下さい。

l 今回のアンケートは難しい言葉が多く、本人だけでは解答できないものが多かった。全体的に

簡単にしてほしい。虐待についての問いは意味がわかりにくかった。

l 障害は誰にでもやってくるものだと感じております。担当される方は是非、障害を自分で体感

し仕事をされる事を希望します。

l 民生委員の方ともコミュニケーションをとっていきたいと思う。

l ベッドから起きられないくらい体調が悪いのに除外指定車標章申請時、警察署より「本人を連

れてくるように」と強く言われた。警官が本人確認のために自宅に訪問してくれる柔軟な対応

はしてもらえないのか？

l パーソナリティ障害の人専門に扱う事業所を作って他の障害のある方と分けた方が良いのでは

と思います。

l 厚労省による就労支援Ｂ型に対する制度のあり方が良くない。年平均工賃額によって補助金に

支給額を上下させるシステムは障害者就労事業所を利益優先とかき立ててしまい、本来の福祉

的ケアがスタッフの多忙も重なって十分に受けられない現状がある。また障害への理解も乏し

い。福祉施設においても障害をマイナスとしかとらえていない。障害とどう各々が上手に付き

合い、障害への理解が福祉や社会を豊かにする可能性を持っていることをお互い考え意見交換

する機会が少ない。
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ご回答いただいたご意見のうち主なものを、法人名が特定されない範囲に限定して掲載しています。

○ 日中活動や住まいの場、地域生活支援拠点についてのご意見

l 共生型施設の推進

l グループホームやコレクティブハウジングを整備しやくするために開設時・開設後の援助支援

l 地域生活支援拠点の機能として、不登校児や高齢者の居場所、学習支援の機能があればいい

（拠点で難しければ、事業所に助成し事業所の一画に設置する方法はどうか）

l 地域生活支援拠点の開示情報として、施設の空き状況以外にも施設設備や職員配置等の情報登録

l 地域住民への情報提供

l 地域生活支援拠点コーディネーター担当職員の明確化

l 体験利用の推進と利用対象者の明確化

l 養護学校卒業生の地域での生活や就労場所を含む環境整備についての検討会議

○ 一般就労、福祉的就労、優先調達等についてのご意見

l 室蘭市としての通所施設授産品の共同受注窓口の仕組みをつくるのであれば連携したい

l 事業所と企業をつないで職業体験できる機会を設けるなど、放課後等デイサービス利用児童の卒業後

を見越し、児童の段階から就労を視野に入れた支援体制の構築

l 市や公共機関はもっと授産製品の調達に注力してほしい

l 利用者支援と工賃向上の両方を実現するための難しさ

l 施設外就労の課題として人員確保（職員も利用者どちらも）と業務の内容（個々の利用者にあったも

の）

l 一般就労促進のため、就労移行支援事業所の充実

l 障害者を雇用する企業への支援の強化

l 企業の障害者雇用の理解不足、ジョブコーチの不足

l 一般就労へ移行する際、職場への定着支援等行っているが、現在の人員配置基準ではフォローに限界

あり

l 就労継続支援Ｂ型事業所に一般就労支援員やハローワークと積極的に連携する職員を配置、専門職員

の確保

l 就労継続支援Ｂ型事業に一般就労達成目標の設定

l 施設外就労場所の確保支援、トライアル雇用実施企業開拓支援

市内障害福祉サービス等提供法人への調査結果について
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○ 精神障害者の地域生活、長期入院者の減少や早期退院等についてのご意見

l 地域生活の場と働く場の確保が必要

l 事業所や地域で協力し、勉強会や交流会を開催する等地域で支える仕組みが必要

l 早期支援のため地域に福祉推進員や地域福祉コーディネーターの配置が必要

l グループホームや単身用アパート、市営住居等の確保

l 当事者参加型会議の企画とピアサポーターの育成

l 精神科病院の見える化（長期入院調査や地域移行研修の開催等）

l 相談支援事業所のリーフレット等を病院等に配布し、患者が情報収集できる様にする

○ 障害児支援等についてのご意見

l 他市デイに頼らず市内事業所を希望どおり利用できることが望ましい

l 障害に理解のある地域を作るために、地域や児童クラブとの交流が必要

l 学校の担任やコーディネーターの先生によって連携の差があることが課題

l 法では重度の子ばかりに目を向けられているがグレーゾーンの子に対する支援も必要である

l 放課後等デイサービスについては、早い者勝ち的な利用をやめ、本当に必要な人が適正に利用できる

よう利用量の整備が行われることが望ましい

l 子育て世代包括支援センター、教育機関、児童相談所等の連携強化

l ライフステージに応じた継続的支援体制の強化（医療・福祉・教育・行政交えた協議の場の設定）

l 不登校障がい児の日中活動の場として、放課後等デイサービスの活用範囲の拡大

l 支援を必要とする障害児の障害種別、年齢層、人数、これらがどの程度の規模でニーズが必要か等の

基礎的な現状の把握が必要

○ その他のご意見

l 心のバリアフリー化を目指すことが求められている

l 重度の精神障害者等の困難事例が増加している

l 有資格者の求人が困難
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○ アンケート調査の実施について（令和５年実施）

（１）調査の目的

本調査は、障がいのある人への日常生活の支援実態等を把握し、第７期障害福祉計画･第３期障

害児福祉計画のための基礎資料として実施しました。

（２）調査の実施内容

障害者福祉サービス、障害児福祉サービスを提供している法人等関係機関

○調査時期 ～ 令和５年９月４日から令和５年９月１９日

○調査対象 ～ 市内で障害福祉サービス及び障害児福祉サービスを提供している法人

○調査数 ～ ２７法人

○調査方法 ～ メールによる調査

（３）調査回収結果

調査対象

アンケート

配布数

アンケート

回答数

有効回収率

法人等関係機関 ２７ １２ ４４.４％



資料編

- 129 -

資

料

編

第

１

節

第

ご回答いただいたご意見のうち主なものを、法人名が特定されない範囲に限定して掲載しています。

○ ｢施設入所者の地域生活への移行｣に関して、障がい者の地域生活への移行を推進するために、必

要な資源や取り組みについての考えや、法人としてできること、市への提案等

l グループホームを利用したいと考えている利用者が非常に多くいると思いますが、絶対数が足りてい

ないようで、待機者が多くいます。

l 地域生活へ移行していくには、段階があると思いますが、一人暮らしを出来るサテライト型のグループホー

ムの充実は必須になってくるかと思います。

l 家庭訪問を行う際には、利用者の課題や困っている事柄を把握して、そこに対してどの程度のアプローチが

出来るのかが、地域生活へ移行する際の鍵になってくるかと思います。

l グループホーム整備拡充の継続を希望します。

l 地域移行＝グループホームや入所施設となるケースが多く、空床がないと支援の展開ができないことが多い

のが実情。サービスに頼らず、利用者をエンパワメントしていくことで、街にある一般的な資源で生活でき

るように支援する支援技術を会得、実践していく必要性を感じながらも、いきなりのアパート生活はハード

ルが高すぎる利用者からの相談が多いこともその要因と認識しています。

l グループホームの循環（包括型グループホーム→外部支援型グループホーム→アパート型グループホーム→

アパート暮らし）が生まれるような支援を行なえるようになりたいと考えています。

l 施設からの地域移行に関しては、ほとんど依頼がない現状です。そもそも施設から地域移行したい方がどの

程度いらっしゃるか分からないのが現状です。

l もしかしたら、グループホームから単身生活をしたいという方もいらっしゃるかもしれません。まずアンケ

ート等の実態把握などはどうでしょうか？

l （就労系サービス提供事業所として）短い時間や日数での利用しやすい柔軟な受け入れ態勢を確保する。

l （グループホーム事業所として）見学等の受け入れを行う。

l （グループホーム整備について）空き家などを無償貸し出しなど、自己資金がなくても取り組めそうな環境

があれば、考えていきたいです。

l 地域生活への移行前提で支援を受けることのできる（通過型）入所施設が必要。

l 現存の入所施設で暮らされている方は、高齢化などもあり、これから地域生活へ移行することは出す側や受

け入れ側の準備、ご本人の依存度などを考えると、なかなか難しいのでは？入所施設で暮らす方も極力制約

を取り除き、自分らしく生活できるようになると良いなと思います。

l 地域生活への移行には医療機関の協力が必須だと考える。 医療機関から退院し、ケアサポーターとなって

一緒に連携行動していくことが必要ではないでしょうか。

市内障害福祉サービス等提供法人への調査結果について
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○ ｢精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築｣に関して、精神障がい者の地域生活のための協議の場

における検討事項等や長期入院者の減少や早期退院への方策について、法人としてできること、市への提案等

l 市内精神科病院において、グループホーム開業を行うことは、長期入院者の減少や早期退院が見込める等、

数値に反映されやすい形で効果があるのではないかと考えます。

l 少しでも地域移行に繋げられるケースを、市内精神科医療機関と連携しながら進めていきたい。

l 受け入れる地域側も、さらなる整備が必要と考えています。住宅の問題（生活保護ではあるものの、天涯孤

独な方で民間アパートの審査に全て落ち、市内に住みたいのに住めない方がいる）長期入院の方の高齢化の

問題（退院しても高齢なため介護保険との連携が必要なかたがいる）など、今後の精神部会は介護保険（包

括支援センター）との連携強化が求められると考えています。

l （就労系サービス提供事業所として）短い時間や日数での利用しやすい柔軟な受け入れ態勢を確保するとと

もに、精神障害への理解促進のためのスタッフへの研修機会の提供を行う。

l （グループホーム事業所として）見学等の受け入れや、空き居室があれば体験利用の場の提供を行う。

l 精神障がいへの市民理解促進が必要。

l 保護者が精神的な不安を抱えているケースもあり、児童を送迎した際に、お話を聞いたり、様子に変化があ

る際は、相談支援事業所に連絡する等をしてきました。

○ ｢地域生活支援の充実｣に関して、地域生活支援拠点等の機能に望む点や市内に不足している資源や

強度行動障がいのある人のサービス利用について、法人としてできること、市への提案等

l 強度行動障がいを持たれている方への対応が適切に出来ているのか、疑問に感じている。ケース会議や他の

事業所への相談など行なってきたが、専門的な知識不足を養う為の研修等の充実が必要と認識しています。

l グループホーム事業者の新規参入により、グループホームが増えていることは、相談支援として喜ばしいこ

とと捉えています。地域生活の充実・継続のため、医療的ケアが必要な方々に対するグループホーム等の住

居の提供の充実が必要と認識しています。病院との連携（医療連携体制加算）の実践事例に取り組み、実践

力を身につけたいです。

l 地域生活拠点における利用者登録について、協議する場が少ないと思っています。実態を把握し、登録者数

を確認しながら、緊急時の対応について具体的に検討する必要があると感じています。精神障がいの方も、

退院可能者リストを使いながら、利用者登録も可能かと思います。

l 緊急時の受け入れ（特にグループホーム等）が不足していると思います。緊急でショートステイを使いたく

ても空きがない。

l （グループホーム事業所として）空き居室があれば、柔軟に受け入れる。

l 重度の障がいのある方向けの放課後等デイサービスもでき、児童分野は、環境が整ってきているように感じ

ています。
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○ ｢福祉施設から一般就労への移行等｣に関して、福祉施設から一般就労への移行を推進するために、

就労定着率を改善するために必要な資源や取り組みについての考えや、法人としてできること、市への提案等

l ここ数年で、一般就労へと進路を決めている卒園生が増えてきています。その要因になっていることは、高

等養護学校での指導や進路決定の仕方が数年前と比べて、変化してきていると感じています。各企業の障が

い者雇用枠の率が変わってきていることも影響しているが、学校での指導をしている教員の努力には感服し

ています。

l 就労定着率に関しては、高等養護学校から一般就労へ進路決定していく際のスモールステップの取り組みも

今後は必要になってくるのではないかと感じています。無理に一般就労と結びつけるのではなく、ケースバ

イケースだとは思いますが、社会人として福祉的な就労からスタートしていくということも必要でないかと

思います。

l 室蘭市には就労定着支援がないのが少ないのが現状です。仕事部会を活用しながらハローワークや就業・生

活支援センターとの連携を強化していく必要があります。

l 就労支援事業所や相談支援事業所が一般就労の定着に向けて支援内容の共有などがあればいいと思います。

（その中での良い取組を各機関で参考にするなど）

l 就労定着を支援する人材が不足している。（予算的にも厳しい状況がある）

l 当法人の就労後のフォローとしては週に1回、体育館学校開放を利用しスポーツを楽しみながら、ストレス

の発散、就労後の悩みの相談を行いながら就労定着へ向けてフォローしている。

l （就労系サービス提供事業所として）目標として毎年「一般就労」というものが掲げられますが、実際今利

用している利用者の「一般就労」は作業能力的に厳しいものがあり、また「かろうじて・・・」と考えても、

一般就労に向けた職場実習の取り組みや職場フォローなどの体制づくりがとても難しいです。一般就労に向

けた動きは一事業所に託されるのではなく基幹的な施設で職の斡旋やジョブコーチ的な動きなどおこなっ

てくれるのであれば、就労可能とされる方をそこに託し、一般就労に向けていけたらなと考えます。基幹的

な機能については、生活支援も同様に、各事業所によって提供されている「生活支援」の内容や考えに格差

があるように感じるので、一貫して同じサービス内容を提供できるものが欲しいと思います。

l 就労移行支援や、就労継続支援Ａ型があれば良いなと思います。

l 一般就労を行うには、就労先の理解が必要になるので、放課後等デイサービスをなるべく高校生まで利用し

てもらい、その中でできること、苦手なことを就労先にお伝えして本人ができるようになるか、環境を整備

を提案し、その後もフォローしていく。
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○ ｢障害児支援の提供体制の整備等｣に関して、必要な資源や取り組みについての考えや、法人として

できること、市への提案等

l 国で定めている障がい児施設における配置基準で現場で対応していくには、厳しい現状です。資源ではなく

働き手だと感じています。障がい児を抱えているご家庭でも、その子が社会参加していくには、福祉サービ

スを気軽に活用できる事業所が充実し、さらにその事業所内での働き手の増員が必要不可欠ではないかと考

えます。

l 身体障害児（車椅子、バギー使用等送迎）向けの放課後デイサービスに選択肢が欲しいです。現状、数は多

くないが送迎車両確保等の都合により、通所したいが、交通手段がなく、通所が実現できないケースがあり

ます。

l 医療的ケア児の対応は急務だと考えています。地域で受け入れる短期入所が無いのが現状であり、急務だと

考えていますが、看護師の配置など、今受け入れているグループホームの対応の幅が広くなってもらえると

ありがたいです。医療的ケア児以外も短期入所の需要は高いと思うので、空きがあればありがたいのです。

l 当法人では、障害児（者）の日中一時活動事業所を招き、餅つき会などの行事を一緒に行うなどしてきてい

ます。その中で知り合った児童の保護者から「将来はこういうところもあるんですね」という言葉も聞かれ

ています。幼児⇒小中学就学⇒高等養護進学という道筋はなんとなく知っていて、市内の状況も把握されて

いても、それ以降については不明で、不安に感じている方もいるようなので、年齢に合わせた「点」のサー

ビスではなく人生の線を描くようなサービス体制の構築ができたらいいのかなと思います。

l 重度の障がいのある子ども向けの放課後等デイサービスもでき、資源が整ってきているように思います。

l ユニバーサルデザインの遊び場（公園や室内の遊び場）が必要だと感じています。現在も、市内の色々な公

園を利用させていただいていますが、地域によっては、障がいへの理解がないなと感じる場面を目にするこ

とも少なくないため、ハード面だけの問題ではない（お互いの心理的バリアがある）かもしれませんが、障

がいのある子もない子も、障がいのある大人もない大人も、誰もが楽しめるユニバーサルデザインの公園や、

悪天候でも気軽に訪れることのできる室内のあそび場が地域にあると良いなと思います。

○ ｢相談支援体制の充実・強化等｣に関して、地域の相談支援体制強化にあたり、人材育成や地域の相談

機関との連携について必要な資源や取り組みについての考えや、法人としてできること、市への提案等

l 既存の事業所において、兼務という形であっても、計画相談を開設する事業者があればと考える。しかしな

がら、事業所開設について、経営効率（人件費に対して、給付費が高くない）に起因してか、関心は高くな

い様子です。

l 最近８０・５０問題のケースが増えている現状です。特に、未受診の方や引きこもりの方の支援は関係性を

作るのに非常に難しい状況です。困難事例の対応について協議会の部会等を使いながら全体で考えていく必

要があると感じています。

l （相談支援に当たる職員の）人数を増やすことが先決かと考える。
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○ その他ご意見等

l 物理的なバリアや制度的なバリアも課題は沢山あるかと思いますが、心のバリアこそ課題。一般の市民の方

との障がい者（児）の方との距離が未だにあり、障がい者（児）側にとって、暮らしやすい町にしていくに

は、まだまだ時間がかかりそうです。障がいというものが、個性として認知されるような世の中の仕組みや

取り組みに期待します。

l 様々な制度拡充はありますが、障がいを持たれた方が暮らしやすくする為の一歩として理解促進（特に知

的・発達・精神）が重要な課題だと思います。ぜひ、室蘭市障がい理解啓発隊「ｔｅａｍピリカぴりか」を

ご活用ください。

l 普段気軽にご相談できる窓口が少ない状況ですので、他機関、事業者様との意見交換や相談等できる機会が

もう少しあると嬉しいく思います。また、各機関との連携を密に図りながら、障がいをお持ちの方が暮らし

やすい町づくりができればと考えています。

l 室蘭市は、事業所側としても市に相談しやすい環境があるように感じています。課長クラスの方々が気に掛

けてくれたり、子育て支援課や教育委員会などの方も、事業所を見に来てくれることもありました。暮らし

やすい町を作る上で、事業所と行政が連携しやすい環境にあるのは、大切なことだと感じています。

l 障がい児を真ん中に、家族支援を含めた関係機関そして地域連携等が何よりも大切と考えます。

l ボランティア等の連絡先一覧表があればほしいです。

l いわゆる「グレーゾーン」と言われる子ども達が、すでに引きこもりになっていたり、大人になって社会に

順応できず引きこもりになったり、二次的な精神障害を発症しないように、何らかの手立てができると良い

なと思います。社会側にある物理的な障害だけではなく、心理的な障害が解消できる取り組みがもっと必要

だと思います。

l 障がい児に関しては、放課後等デイサービスの利用料負担を無くして頂きたい。スクール児童館に比べると

高価だが、利用人数も少ないのでできるのであればお願いしたい。

l 地域の中で「障がい」という認識や理解が広まってきていますが、障がいや特性を持った親御さんの「理解」

が薄い、または自分の子は（障害）特性はないと「受容」ができていないため、ご本人自身が生きづらいと

思っている、又は年齢層に対しての生活の質や学習面、コミュニケーション能力が低い場合、放課後等デイ

サービスの支援員としての支援の仕方や助言について、勉強会や研修会などがあれば、ありがたいです。
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室蘭市民憲章
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本計画書は市内の障がい者就労施設が印刷・製本したものです。

発　行　　室蘭市保健福祉部障害福祉課
　　　　　〒051-8511　室蘭市幸町１番２号
　　　　　電　　話　0143－25－1155
　　　　　ファクス　0143－25－1166
　　　　　メールアドレス　syougai@city.muroran.lg.jp
　　　　　ホームページ　　http://www.city.muroran.lg.jp

　わたしたちは、白鳥湾の美しい自然のなかで、たくましく発展している港湾と商工業のまち、室蘭の
市民です。
　わたしたちは、このまちを愛し、市民であることに、誇りと、責任をもち、さらに、豊かな未来をめざし、
ここに市民憲章を定めます。

　１　健康で働き、明るく楽しい家庭をつくります。

　１　老人をうやまい、子どもの夢をはぐくみ、あたたかい心のかようまちをつくります。

　１　自然を愛し、環境をととのえ、緑豊かなまちをつくります。

　１　のびゆく港と、産業を育て、未来を開く希望のまちをつくります。

　１　きまりを守り、教養を深め、文化のかおりあふれるまちをつくります。

室蘭市いきいき明るい福祉都市宣言
（平成６年３月 31日制定）

　わたくしたちは、心身ともに健康でやすらぎのある生活をおくれるまちが願いです。

　市民一人ひとりは、すすんで自らの健康を保ち、明るくうるおいのある家庭をつくり、互いに尊重し

思いやりのある心をもち積極的に社会参加をし、ふれあいとあたたかい地域社会をめざして、だれもが

安心して暮らせる生きがいのあるまちづくりにつとめます。

　ここに、室蘭市を｢いきいき明るい福祉都市｣とすることを宣言します。


